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１．経営戦略の位置付け 

 

今後、急速な人口減少等に伴うサービス需要の減少や施設の

老朽化に伴う更新需要の増大など、公営企業を取り巻く経営環

境は一層厳しさを増す状況にあります。 これらの課題や現状に

対して総務省は、公営企業の中長期的な経営の基本計画である

「経営戦略」を企業ごとに策定し、それに基づく計画的かつ合理

的な経営を行うことにより、経営基盤の強化と財政マネジメント

の向上を実現していくことを強く求めています。 

そこで、令和２（２０２０）年度に策定した「小松市下水道事

業経営戦略」の経営戦略の基本方針を踏襲したうえでの改定を行います。 

本戦略においては、これらの方針にしたがい経営基盤の強化に向けた現状整理のもと課題の抽出を行い、

経営目標の設定を行い、経営目標に向けた投資・財政計画を示すものです。 

 

２．小松市下水道事業の現状 

 

経営状況分析から見える本市の特徴 

❶経常収支比率は１００％以上も経常収益-他会計補助金は増加傾向 

令和５（２０２３）年度においては公共下水道事業で１０４.４８％、特定環境保全公共下水道事業で 134.７

９％、農業集落排水事業で１００.１９％、全事業合算で１０４．６３％と１００％を上回っており、経常利益を計上し

ています。しかしながら、経常収益-他会計補助金のうち基準外繰入金は増加しており、一般会計の負担が増

加しています。 

❷経費回収率が１００％に満たない 

令和５（２０２３）年度においては公共下水道事業で９０．８９％、特定環境保全公共下水道事業で８５ .６５％、

農業集落排水事業で８７.１２％、全事業合算で９０.5０％と国の求める基準である１００％には届いていません。 

要因としては、汚水処理費に対して使用料収入が確保できていないこととなります。 

今後は公営企業が目指す「独立採算」に向かうために、全事業をあわせた収益の確保が必要です。 

❸汚水処理原価は一定を推移も今後の物価上昇対策が必要 

汚水処理原価は、公共下水道事業で１５０．１６円、特定環境保全公共下水道事業で１５０.００円、農業集落排

水事業で１５３．４４円、全事業合算で１５０.４０円と石川県各市平均及び全国類似団体平均との比較では下回

っています。また、過去５か年でも全事業合算においては、約１５０円代で推移しており、経費が安定しています。

しかしながら、物価上昇は続いているため、今後も経費の圧縮を行うともに、経費増加に対する収益の確保が

必要となります。 
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３．今後の予測               

 

有収水量と使用料収入の予測 

有収水量と使用料収入の予測については、総人口も含めて微減が続く予測のため、各家庭における使用

量減少とそれに伴う使用料収入の微減が続くことを想定しています。 

 

４．財政基盤強化に向けた課題               
 

❶経常収支比率は１００％以上も使用料収入は微減傾向が続く 

令和５（２０２３）年度においては公共下水道事業で１０４.４８％、特定環境保全公共下水道事業で 134.７

９％、農業集落排水事業で１００.１９％、全事業合算で１０４．６３％と１００％を上回っており、経常利益を計上し

ています。しかしながら、一般会計繰入金である基準外繰入金は増加しており、一般会計の負担が増加して

います。一方では、使用料収入は微減傾向が続くと予測されるため、収益の確保が必要です。 

 

❷コスト削減を実施も、物価上昇等による維持管理費の増加 

これまで、下水道施設の包括的民間委託などコスト上昇対策を行ってきました。また、令和７（２０２５）年度から

は使用料徴収等の関係業務の民間委託により更なる効率化を進める予定です。 

 

❸各種対策による投資の増大 

今後は老朽化対策や耐震化、雨水浸水対策など下水道事業及び市民の生活維持・向上に向けた対策が必要とな

っています。このため、投資が増大することを予測しています。これらの投資については、財源が必要となります。

国庫補助金等の財源活用する一方、投資に対する重要度など優先順位を設定しながら進める必要があります。 

 

５.経営改善に向けた目標 
 

目標❶経常収支比率100%以上の達成（下水道事業合算） 

令和 5（2023）年度においては経常収支比率 104.63％となっています。 

本計画期間内の 100％以上を維持します。 

■有収水量の予測                              
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全事業合算（㎥） 8,316,206 8,304,613 8,293,027 8,281,449 8,269,879 8,258,316 8,246,514 8,234,719 8,222,932 8,211,152

公共下水道事業（㎥） 7,681,492 7,673,810 7,666,137 7,658,470 7,650,812 7,643,161 7,635,518 7,627,882 7,620,255 7,612,634

農業集落排水事業（㎥） 634,715 630,803 626,891 622,979 619,067 615,155 610,996 606,836 602,677 598,518
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■使用料収入の将来予測                          
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全事業合算（千円） 1,130,908 1,128,501 1,127,546 1,125,863 1,124,186 1,122,748 1,121,119 1,119,519 1,117,953 1,116,367

公共下水道事業（千円） 1,047,220 1,045,826 1,044,902 1,043,891 1,042,784 1,041,772 1,040,731 1,039,680 1,038,647 1,037,602
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目標❷経費回収率100％の達成（下水道事業合算） 

令和 5（2023）年度において経費回収率は 90.50％となっています。 

本計画期間内に経費回収率 100％以上の達成を目指します。 

 

 

 

６.投資・財政計画（シミュレーション） 

 

経常収支比率１００％及び経費回収率１００％達成に向けて使用料改定率１４％の増加 

※検証のため、いずれのパターンも令和１２（２０３０）年度に使用料改定とした。 

使用料改定を現状使用料単価から１４％上昇させることにより、目標としている経常収支比率及び経費回収

率の達成が可能となりました。しかしながら、使用料改定については市民や使用者への影響が大きいことや今 

後も処理区域拡大を行うことの効果検証を行ったうえで、令和 12（2030）年度以降に実施するものとします。 

経費の面では今後も包括的民間委託を継続するとともに、更なる経費圧縮の検討を行います。このことから、 

令和 10（2028）年度から令和 11（2029）年度に再度使用料の検証を実施するものとします。                                                      

 

 

 

 

 

シミュレーション【収益的収支】全事業合算 
単位:千円 
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7．今後の取組の概要               

経営の基本方針における目標達成や投資・財政計画の推進に向け、次のとおり活動を実施します。 

■目標に向けたロードマップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ロードマップに伴う目標値 

 

 

 

 

 

 

 

 

8．次回以降の見直し 
 

本戦略の次回以降の見直しについては、令和１２（２０30）年度から５年ごとに実施します。令和１１（２０２９）

年度までに下水道使用料の在り方を検討し、ロードマップの通り収益確保の活動を行っていきます。 

また、目標に向けたシミュレーションをベースに今後の取組についての検討、見直しを最低でも５年に一度

行い、下水道使用料の在り方を検討することとします。 

■経営戦略及び使用料の見直し・検討スケジュール 
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■収入増加の具体的取組

取組：下水道整備事業による処理区域拡大

■支出削減の具体的取組

取組：下水道施設の維持管理に関する包括的民間委託の実施
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■目標

目標❶経常収支比率100％の達成


